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新型コロナウイルス感染症に関する患者の発生動向等の把握方法に関する
これまでの経緯について

これまでの経緯

➢令和５年１月27日の第70回厚生科学審議会感染症部会において､新型コロナウイルス感染症(以下､COVID-19とい

う)の感染症法上の位置づけ変更後の患者の発生動向の把握等について､以下の方向性が示された。

• 位置づけの変更後も､流行を繰り返すことが想定されることから､発生動向の正確な把握は引き続き重要で

ある。このため､患者の発生動向や変異株の発生動向などの重層的なサーベイランス体制を構築し､監視体

制を維持する方向で検討が必要である。

• 患者の発生動向把握については､現状を確認した上で､感染症法に基づく患者ごとの届出(発生届)は終了し､

定点サーベイランスに移行することとし､速やかに具体的な実施方法を示す必要がある。

• 新たな変異株等の発生を引き続き監視するため､ COVID-19に対する病原体サーベイランスについては､自治

体の負担等にも配慮しつつ､継続する方向で検討すべきである。

• また､将来的なパンデミックに備えて､インフルエンザ､ COVID-19､RSウイルス感染症等を含む急性呼吸器

感染症サーベイランスのあり方や､病原体サーベイランスのあり方等について､定点医療機関における負担

等も考慮しながら本部会において検討を進める。

➢令和５年１月27日の新型コロナウイルス感染症対策本部において､ COVID-19の感染症法上の位置づけ変更後の患

者の発生動向等の把握について､以下の方向性が決定された。

• 感染症法に基づく発生届は終了し､定点医療機関による感染動向把握に移行する。

• ゲノムサーベイランスを継続する。
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新型コロナウイルス感染症に関する患者の発生動向等の把握方法に関する
検討事項

検討が必要な事項

これまでの経緯を踏まえ､感染症法上の位置づけ変更後の患者の発生動向等の把握方法について､重層的な把握体制

を構築することを念頭において､以下の事項について検討を行うことが必要。

1. 流行状況の把握について

2. 入院者数､重症者数の把握について

3. 病原体の動向の把握について

※ 将来的なパンデミックに備え､急性呼吸器感染症の発生動向を一体的に把握する「急性呼吸器感染症サーベイランス」のあり方や､病

原体サーベイランスのあり方(検体の収集方法等を含めた５類感染症病原体定点の見直し等)について､定点医療機関における負担等を

考慮しつつ､引き続き､本部会において検討することを予定している。
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１．流行状況の把握について

現行の把握方法 課題 対応方針(案)

• COVID-19の発生以降､

感染症法第12条に基づ

く診断医師による全数

届出により新規感染者

数を把握してきた。

• 令和４年９月26日以降

は､重症化リスクの高い

方に対する適切な医療

の提供を中心とする考

え方に転換するため､届

出対象者が限定。以降

は､感染症法第15条に基

づく医療機関からの年

齢別の新規感染者数の

報告(日報)により把握し

てきた。

• 新規感染者の報告を補

完する目的で､血清疫学

調査や下水サーベイラ

ンス研究を実施してき

た。

• 感染力の高いオミクロンが流

行の主体になったことによる

患者数の増加や､自己検査の普

及により､実態として全患者の

把握が難しくなっている。

• 第67回厚生科学審議会感染症

部会(令和４年９月15日開催)に

おいて､インフルエンザ定点を

活用したCOVID-19の患者発生

動向が､COVID-19の発生動向

と一致していたと､厚生労働科

学研究班より報告されている。

また同感染症部会後､報告され

た手法に基づき検証が行われ

ており､概ね全数報告と同様の

トレンドが得られている(P.４

参照)。

左記を踏まえ､感染症法上の位置づけ変更後(令和５年５月８日以降)

は､現行のインフルエンザ定点を基本とし､COVID-19と診断された患

者数等の定点報告を求め発生動向(トレンド)を把握する方針としては

どうか。

• 法的根拠：感染症法第14条

• 報告内容：年齢階級・性別の患者数等

• 定点医療機関：現行のインフルエンザ定点医療機関を基本と

する。(自治体によっては､地域の医療提供体制の実情に応じ

て､適宜､定点を調整)

• 報告対象：COVID-19(※)と診断された患者等(患者(確定例)及

び感染症死亡者の死体)

• 報告システム：感染症サーベイランスシステム

• 開始予定日：令和５年５月８日(月)から週１回

• 公表：定点あたりの報告を週報で国立感染症研究所(以下､感

染研という)ホームページにて公表

また､患者等の報告を補完する目的で､血清疫学調査や下水サーベイ

ランス研究を引き続き実施し､重層的な流行状況の把握体制を構築す

る(P.６参照)。

インフルエンザは､インフルエンザ定点による定点あたりの年齢別・男女
別・患者数を週報で把握している。

3※ 感染症法上の位置づけ変更後の当該感染症の法令上の名称については別途検討予定。



COVID-19の患者発生の動向について､全数報告から定点報告に変更した場合における､国内の発生動向の把握とそ

の実際の運用上の妥当性に係る検証・評価

研究目的

※ １ 研 究 課 題 名 ： 令 和 ４ 年度 厚 生労 働 行政 推 進調 査 事業 費 補助 金 ( 新興 再 興感 染 症及 び 予防 接 種政 策 推進 研 究事 業 ) 「新 型 及び イ ンフ ル エ
ン ザ に 係 る 流 行 株 の 予 測等 に 資す る サー ベ イラ ン ス及 び 病原 体 解析 に 関す る 研究 」 ( 研究 代 表者 ： 長谷 川 秀樹 ( 国 立感 染 研究 所 ) ) に
お け る 分 担 研 究 ( 分 担 研 究者 ： 谷口 清 州 ( 国 立 病院 機 構三 重 病院 ) )

※ ２ 標 準 誤 差 率 と は ､ 真 値 か らど の くら い 離れ て いる か の程 度 を示 し てお り ､ い わ ゆ る推 定 値の 精 度で あ る。 既 存の イ ンフ ル エン ザ 定点 の
標 準 誤 差 率 は ､ 全 ての 自 治 体に お いて 1 0 ％ 以下 で ある 。

HER-SYSデータによる令和３年６月～９月(いわゆる､第５波)及び令和４年１月～６月(いわゆる､第６波)における

COVID-19の外来患者数をもとに､①定点医療機関の選定方法を検討した。また､②選定した定点医療機関による患者の

発生動向､③選定した定点医療機関による患者数の推計を､統計的に検証・評価した。

実施内容

⚫第67回厚生科学審議会感染症部会(令和４年９月15日開催)において､以下が示された。

・患者の発生動向については､現時点で､ COVID-19を診療している医療機関に偏りがあるものの､ 定点医療機関の

選定方法として､既存のインフルエンザ定点に約900の内科定点を追加した定点を用いて患者の発生動向を確認した

ところ､実際の外来患者数の動向(トレンド)と一致した。

・患者数の推計については､標準誤差率(※２)が全国レベルで4.3%､自治体レベルで15~40%の範囲で確認された。

⚫令和４年９月の感染症部会後､報告された手法に基づき６自治体において検証がなされ､令和４年１週(１月３日)～

35週(８月29日)において､概ね全数報告と同様の動向(トレンド)が得られた(P.５参照)。

結果

4

１．流行状況の把握について

COVIDｰ19の「定点報告」に関する研究 (※１ )について
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自治体Ａ ※１､２ 自治体Ｂ ※３ 自治体Ｃ

自治体Ｄ ※３ 自治体Ｅ 自治体Ｆ ※３ 自治体Ｇ

※１ 自治体名については､非公表としている

※２ 自治体Aについては､令和４年９月の感染症部会で報告済

※３ 自治体B､D及びFは､既存のインフルエンザ定点の標準誤差率が10％以下であった自治体であり定点を追加せず検証
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：全数報告 ：既存のインフルエンザ定点＋α定点 ：既存のインフルエンザ定点

左軸：COVID-19外来患者数 右軸：定点(既存のインフルエンザ定点＋α定点､又はインフルエンザ定点)あたりのCOVID-19患者数

既存定点：40

既存定点：72

既存定点＋α定点：83

既存定点：46

既存定点＋α定点：66

既存定点：39

既存定点＋α定点：69

既存定点：94

既存定点＋α定点：109

既存定点：192

既存定点：180

１．流行状況の把握について

第67回厚生科学審議会感染症部会 報告後に得られた研究結果



【右図】
A市における下水中の新型コロナウイル
スのモニタリングについて

結果：
1. 下水沈殿物の新型コロナウイルス濃

度と新規感染者数に有意な正の相関
関係があった。

2. 下水流域の感染状況をモニタリング
できる可能性が示唆された。

１．流行状況の把握について

血清疫学調査と下水サーベイランス研究
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血清疫学調査

下水サーベイランス研究

【下図】
下水中から検出される新型コロナウイルス変異株の塩基配列解析について
結果：概ねヒト由来の検出割合を反映した検出であり､地域流行を探知するスク
リーニング手法として有用性が示唆された。

【左端】 第５回抗体保有調査（住民調査）速報結果：https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001055259.pdf
【中央・右端】 2022年11月における献血検体を用いた既感染割合に関する分析：https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001032292.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001055259.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001032292.pdf


２．入院者数､重症者数の把握について

現行の把握方法 課題・経緯 対応方針(案)

• 自治体に対し、COVID-19に

感染した者が重症化した場合

には、年齢別・男女別・自治

体別の死亡者数を把握し、公

表することを求めている。ま

た、オミクロンによる流行を

受け、感染症法第15条に基づ

き重症例・死亡例の報告を求

めオミクロンの特性等を把握

してきた。

• 療養状況等及び入院患者受入

病床数等に関する調査(自治体

からの報告)により､療養者数及

び入院者数を把握してきた。

• 医療機関日次調査(医療機関か

らの直接報告)により､入院者

数､ICU入室者数及び人工呼吸

器使用者数等を把握してきた

(G-MIS)。

• 感染症法上の位置づけの

変更後は､感染症法に基

づく入院勧告・措置等を

行わないため、自治体に

おいて入院者や重症者の

把握が困難になると考え

られる。

• 療養状況調査と医療機関

日次調査におけるインフ

ルエンザ入院基幹定点医

療機関からの入院者数の

報告の動向(トレンド)を

比較したところ高い一致

性がみられた (P.７参照) 。

左記を踏まえ､感染症法上の位置づけの変更後(令和５年５月８日以

降) は、G-MISによる調査等が行われている間は、当該調査により入

院者数、ICU入室者数及び人工呼吸器使用者数等を把握していく方針

としてはどうか。

並行して、以下のとおり、感染症法第14条に基づくインフルエン

ザ入院基幹定点医療機関からのCOVID-19患者の入院者数、重症者

数等の報告への移行する方針としてはどうか。

• 法的根拠：感染症法第14条

• 報告内容：年齢階級・性別の患者数､ICU入室数､人工呼吸

器の利用､頭部CT検査(予定含む)､頭部MRI(予定含む)､脳波

検査(予定含む)､胸部CT(予定含む)､いずれにも該当せず等

• 基幹定点医療機関：現行の基幹定点

• 報告対象：COVID-19と診断された患者のうち入院した者

• 報告システム：感染症サーベイランスシステム

• 開始予定日：今後決定

• 公表：定点あたりの報告数等を週報で感染研ホームページ

にて公表

インフルエンザにおける入院者数､重症者数の把握は､インフルエンザ入
院基幹定点による定点あたりの年齢別・男女別の報告を週報で把握して
いる。
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自治体Ｈ 自治体Ｉ 自治体Ｊ

自治体Ｋ 自治体Ｌ 自治体Ｍ
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２．入院者数 ､重症者数の把握について

インフルエンザ入院基幹定点医療機関からの日次報告と自治体からの療養状況
調査による報告の推移の比較

• 令和４年６月27日～令和５年２月５日(いわゆる､第７波以降)において､COVID-19の入院患者の受け入れ状況に関して､インフルエ

ンザ入院基幹定点医療機関からの日次調査(G-MIS)を､自治体からの療養状況調査報告の推移と比較した。

• 既存のインフルエンザ入院基幹定点医療機関からの直接報告は､自治体の療養状況調査報告と高い一致性がみられた。



３．病原体の動向の把握について

現行の把握方法 課題・経緯 対応方針(案)

• 都道府県 (※１)及び国(※

２)において､新型コロナウ

イルス陽性検体の一部につ

いて､ゲノム解析を継続的

に実施し､変異株の発生動

向を把握してきた(P.10参

照)。

(※１)新型コロナウイルス陽性検体につ

いて､各都道府県で､地域に偏りないよう

サンプリングし､実施率5～10%程度又

は300～400件/週程度を目安にゲノム

解析を実施

(※２)国(感染研)においても､民間検査

機関による800件/週のゲノム解析を実

施

• 変異株の性質が流行の動態

に直接的に寄与する割合は

低下しているが､今後も新

たな変異株が出現する可能

性に留意し､ゲノム解析を

継続する必要がある。

• 一方で､検体を集める自治

体の負担や､抗原検査キッ

トの普及等により､多くの

検体を収集することが困難

となってきていることにも

留意が必要である。

左記を踏まえ､感染症法上の位置づけ変更後(令和５年５月８日以降)

は､ゲノム解析の目標数を見直しつつ､引き続きゲノム解析を実施する

方針としてはどうか。

• 法的根拠：感染症法第15条

• 解析目標：各都道府県において100件/週程度(300～400件/

月)､国(感染研)において200件/週(800件/月程度)(感染の状況

を踏まえ､段階的な変更も考慮する)

• 解析内容：全ゲノム解析(現行を継続)

• 報告：解析結果を週１回下記の報告システムに登録

• 報告システム：COG-JP(現行を継続)､GISAID(引き続き努力義

務)

• 開始予定日：令和５年５月８日(月)の週より､解析目標数を

変更

• 公表：感染研ホームページにて公表(週報及び定期報)

インフルエンザにおける病原体の動向の把握は､５類病原体定点にて把握
している。
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３．病原体の動向の把握について

現行の病原体の動向把握 (ゲノムサーベイランス )

10SARS-CoV-2変異株について(感染研)： https://www.niid.go.jp/niid/ja/2019-ncov/2551-cepr/10745-cepr-topics.html

https://www.niid.go.jp/niid/ja/2019-ncov/2551-cepr/10745-cepr-topics.html


COV ID ｰ19に関する今後の患者の発生動向等の把握に向けた全体像
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現行(新型インフルエンザ感染症等)
令和5年５月７日まで

感染症法上の位置づけの変更後の当面の対応
令和5年５月８日から

急性呼吸器感染症の動向把握体制の
導入期(現時点では日程未定)

(参考)
インフルエンザ

目的 現行の方法 目的 変更後の方法(案) 変更後の方法(案) 方法

流
行
状
況

国内の感染流
行
状況の把握

全数届出(HER-SYS)

国内の流行状
況の把握

COVID-19定点
(感染症サーベイランスシステム)

急性呼吸器感染症定点(P)について今
後検討
(感染症サーベイランスシステム) インフルエンザ

定点
(週報･集計)

総数報告(HER-SYS) ー ー

血清疫学調査､下水サーベイランス研究
血清疫学調査､下水サーベイランス研
究を継続

血清疫学調査､下水サーベイランス研
究を必要に応じて継続

入
院
者
数
・
重
症
者
数

重症化の動向
の把握

(入院が必要な者を４類型の一つとして
把握) (HER-SYS)

国内の重症者
の発生や特性
の動向の把握

G-MISを用いた入院者数、ICU入室者
数及び人工呼吸器使用者数等の把握
を一定期間継続しつつ、入院基幹定
点へ切り替え
(感染症サーベイランスシステム)

入院基幹定点を継続
(感染症サーベイランスシステム)

基幹定点
(週報･集計)

入院治療等を要する者等数報告(時
点)(自治体からの報告)

療養に活用で
きる病床数等
の把握

入院者数､使用病床数等の報告(時点)
(療養状況等及び入院患者受入病床数等
に関する調査､医療機関日次調査(G-
MIS))

国内の重症者
数とその特性
の把握

重症者数報告(時点)(自治体からの報告) ー ー

重症例・死亡
例の記述的な
情報の把握

COVID-19の重症例・死亡例の報告(月
報)(自治体からの報告)

必要に応じて積極的疫学調査を実施 必要に応じて積極的疫学調査を実施

病
原
体
の
動
向

変異株の発生
やゲノム変異
の動向の把握

【都道府県】
新規感染者数のうち５～10％又は300
～400件/週の報告(COG-JP)
【感染研】
民間検査機関による800件/週の報告
(COG-JP)

変異株の発生
やゲノム変異
の動向の把握

【都道府県】
100/週(300～400/月)程度
(COG-JP)
【感染研】
民間検査機関による200件/週(800
件/月)(COG-JP)

5類感染症病原体サーベイランスとの
関係も含めて今後検討
(感染症サーベイランスシステム)

５類病原体定点


